
報告第18号

平成27年度つくば市健全化判断比率及び資金不足比率について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第３条第１項

及び第22条第１項の規定に基づき，次のとおり報告する。

平成28年８月31日

つくば市長 市 原 健 一



単位：％

名称 算定比率 早期健全化基準

実質赤字比率 － 11.33

連結実質赤字比率 － 16.33

実質公債費比率 6.7 25.0

将来負担比率 49.5 350.0

単位：％

名称 算定比率 経営健全化基準

つくば市
水道事業会計 － 20.0

つくば市
病院事業会計 － 20.0

つくば市
下水道事業特別会計 － 20.0

平成２７年度健全化判断比率

平成２７年度公営企業の資金不足比率

※ 実質赤字額及び連結実質赤字額がないため，実質赤字比率及び連結実質赤

字比率は算定されません。そのため算定比率には，「－」を記載しています。

※ 各会計において資金不足額がないため，資金不足比率は算定されません。



平成25年度決算 平成26年度決算 平成27年度決算 早期健全化基準 財政再生基準 実　質　公　債　費　比　率　（千円・％）

- - - 11.33 20.00 区　分 平成25年度決算 平成26年度決算 平成27年度決算 分母比

- - - 16.33 30.00 　　　　　 元利償還金（公債費充当一般財源等額） (6) 4,763,691 4,511,467 4,263,570 10.6

7.8 7.1 6.7 25.0 35.0 満期一括償還地方債に係る年度割相当額 (7) 0 0 0 -

59.8 58.3 49.5 350.0 公営企業債の元利償還金に対する繰入金 (8) 2,604,631 2,629,453 2,607,682 6.5

実　質　赤　字　比　率　（千円・％） 組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等 (9) 0 0 0 -

会　計　名 平成25年度決算 平成26年度決算 平成27年度決算 分母比 債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） (10) 1,293,202 1,317,184 1,364,386 3.4

一般会計 2,337,003 1,971,447 3,036,368 6.7 一時借入金の利子 (11) 0 0 0 -

公平委員会 336 165 255 0.0 標　準　財　政　規　模 (2) 44,722,917 44,402,959 45,580,638 113.9

算入公債費等の額 (12) 5,956,624 5,939,646 5,545,022 13.9

(6) ～ (11)の合計 － (12) 　(13) 2,704,900 2,518,458 2,690,616 6.7

分　母　(2) － (12)  (14) 38,766,293 38,463,313 40,035,616 100.0

実質公債費比率（単年度） (13) ／ (14) ×100 7.0 7.0 6.7

実質公債費比率（３か年平均） 7.8 7.1 6.7

内　　訳

PFI事業に係るもの 0 0 0 -

いわゆる五省協定等に係るもの 301,996 304,987 289,499 0.7

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの 142,749 120,464 108,533 0.3

地方公務員等共済組合に係るもの 0 0 0 -

社会福祉法人の施設建設費に係るもの 0 0 0 -

損失補償・債務保証の履行に係るもの 0 0 0 -

引き受けた債務の履行に係るもの 0 0 0 -

その他上記に準ずるもの 818,582 862,715 878,708 2.2

合　計　(1) 2,337,339 1,971,612 3,036,623 利子補給に係るもの 29,875 29,018 87,646 0.2

標　準　財　政　規　模　(2) 44,722,917 44,402,959 45,580,638 将　来　負　担　比　率　（千円・％）

実質赤字比率 -(1)／(2) ×100 (5.22) (4.44) (6.66) 区　分 平成25年度決算 平成26年度決算 平成27年度決算 分母比

連　結　実　質　赤　字　比　率　（千円・％） 資金不足比率 一般会計等に係る地方債の現在高 (15) 52,723,421 54,424,105 52,266,311 130.5

会　計　名 平成25年度決算 平成26年度決算 平成27年度決算 分母比 平成27年度決算 債務負担行為に基づく支出予定額 (16) 15,257,657 14,490,053 13,314,495 33.3

1,946,092 1,639,480 1,248,758 2.7 - 公営企業債等繰入見込額 (17) 31,891,186 31,406,258 30,734,710 76.8

38,576 38,532 38,384 0.1 - 組合等負担等見込額 (18) 0 0 0 -

295,345 214,436 297,470 0.7 - 退職手当負担見込額 (19) 7,071,244 5,696,720 4,627,428 11.6

0 設立法人等の負債額等負担見込額 (20) 16,023 37,064 25,401 0.1

0 連結実質赤字額 (21) 0 0 0 -

0 組合等連結実質赤字額負担見込額 (22) 0 0 0 -

0 充当可能基金 (23) 10,603,629 10,548,565 11,067,228 27.6

0 充当可能特定歳入 (24) 13,991,200 17,177,110 16,935,986 42.3

0 基準財政需要額算入見込額 (25) 59,146,857 55,894,656 53,132,898 132.7

0 将来負担額 (26) 106,959,531 106,054,200 100,968,345 252.2

0 充当可能財源等 (27) 83,741,686 83,620,331 81,136,112 202.7

0 標　準　財　政　規　模 (2) 44,722,917 44,402,959 45,580,638 113.9

0 算入公債費等の額 (12) 5,956,624 5,939,646 5,545,022 13.9

0 (26) － (27)  (28) 23,217,845 22,433,869 19,832,233 49.5

0 分　母　(2) － (12)  (29) 38,766,293 38,463,313 40,035,616 100.0

0 将来負担比率 (28) ／ (29) × 100 59.8 58.3 49.5

0 内　　訳

0 PFI事業に係るもの 0 0 0 -

0 いわゆる五省協定等に係るもの 2,865,047 2,560,058 2,066,496 5.2

0 国営土地改良事業に係るもの 969,816 866,121 770,918 1.9

244,567 11,824 274,629 0.6 森林総合研究所等が行う事業に係るもの 62,286 38,586 20,606 0.1

97,424 126,420 203,377 0.5 地方公務員等共済組合に係るもの 0 0 0 -

15,556 9,970 7,710 0.0 依頼土地の買い戻しに係るもの 6,608,434 6,639,851 6,674,132 16.7

- - - 社会福祉法人の施設建設費に係るもの 0 0 0 -

損失補償・債務保証の履行に係るもの 0 0 0 -

引き受けた債務の履行に係るもの 0 0 0 -

その他上記に準ずるもの 4,752,074 4,385,437 3,782,343 9.4

下水道事業特別会計 30,324,080 29,904,598 29,309,643 73.2

水道事業会計 1,567,106 1,501,660 1,425,067 3.6

病院事業会計 0 0 0 0.0

実質黒字額・資金剰余額合計 (3) 4,974,899 4,012,274 5,106,951 11.2

実質赤字額・資金不足額合計(4) 0 0 0 - その他の会計 0 0 0 -

合　計　(3) + (4)  (5) 4,974,899 4,012,274 5,106,951 地方道路公社に係る将来負担額 0 0 0 -

標　準　財　政　規　模 (2) 44,722,917 44,402,959 45,580,638 土地開発公社に係る将来負担額 0 0 0 -

連結実質赤字比率　-(5)／(2) ×100 (11.12) (9.03) (11.20) その他第三セクター等に係る将来負担額 16,023 37,064 25,401 0.1

※早期健全化基準及び財政再生基準は、平成２７年度決算の基準である。
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国民健康保険特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療特別会計
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